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１　研究目的

(1)研究背景

国は平成26年に「まち・ひと・しごと創生本部」

を創設し，人口減少問題に取り組み始めた。取組

の１つに，東京から地方へ新しい「人」の流れを

つくることがある。そこでは若者のＵＪＩターン

のみならず中高年齢層の移動にも衆目が集まり，

平成27年初頭から「生涯活躍のまち構想」が検討

されてきた。

 

(2) 研究目的

本市においても，ネットワーク型コンパクトシ

ティや「宇都宮市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」に掲げる施策事業を推進する上で，生涯活躍

のまち構想の検討は必要である。すなわち，居住

集約に向けた住宅整備や高齢になっても健康で自

立した生活を送りながら社会参加ができる環境づ

くり，あるいは医療・介護が連携したサービスの

効果的な提供といった本市のまちづくりに対して

生涯活躍のまち構想がどのような効果を果たすか，

検討する必要がある。

そこで本研究は，生涯活躍のまち構想導入に向

けた他自治体の動向を整理する。さらに，本市に

おける構想導入のメリット・デメリットを整理する。

２　生涯活躍のまち構想の概要

(1)生涯活躍のまち構想とは？

本論に先立ち，生涯活躍のまち構想そのものに

ついて簡単に整理しておく。

国では日本の実情にあわせた日本独自のCCRC1，

すなわち「生涯活躍のまち」（日本版CCRC）構想2

を展開している。そこでは生涯活躍のまち構想を

「東京圏をはじめとする地域の高齢者が，希望に

応じ地方や『まちなか』に移り住み，地域住民や

多世代と交流しながら健康でアクティブな生活を

送り，必要に応じて医療・介護をうけることがで

きるような地域づくり」を目指すものとしている3。

(2) 生涯活躍のまち構想の推進に対する支援

国は地方公共団体が生涯活躍のまち構想の推進

を支援するため，平成28年５月20日に地域再生法

を改正し，地域再生計画に生涯活躍のまち形成事

業を盛り込んだ。これにより，市町村では生涯活

躍のまち形成事業計画を策定することで，厚生労

働大臣や知事の同意を一部必要としながらも職業

安定法や老人福祉法，介護保険法などの特例措置

を受けられるようになった。

(3) 生涯活躍のまち構想の核となる施設

生涯活躍のまち構想において，高齢者を受け入

れる核となる施設は，医療や介護などを十分に提

供できるサービスつき高齢者向け住宅（以下「サ

高住」という）だと想定されている。サ高住とは，

平成 23年の「高齢者の居住の安定確保に関する

法律」（高齢者住まい法）4 の改正により創設され

1　Continuing　Care　Retirement　Community。継続介護つき

リタイアメント・コミュニティ。

2　平成 27年12月11日に日本版 CCRC 構想有識者会議「『生涯活

躍のまち』構想（最終報告）」が出された。

3　日本プラチナ社会研究会を主宰する三菱総合研究所松田氏の

言葉を借りれば，「アクティブシニアが集い，地域の担い手になり

活き活きと過ごすことで健康寿命が延びれば，消費も増える，将

来の医療費や介護費も抑制できる。何より介護にさせないための

健康支援や生涯学習，社会参加や軽就労，多世代交流の仕組み

づくりが大きな産業と地域活性化のエンジンとなる」ということで

ある（松田2013，24）。

4　国土交通省・厚生労働省により基準が示されているが，規模

やサービス提供体制など地方公共団体による独自の基準が設けら

れている場合もある。本市でも，床面積の算定方法等について

栃木県と統一した独自基準を設けている。
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た住宅で，バリアフリー構造などを有し，介護・

医療と連携し高齢者を支援するサービス（安否確

認・生活相談）を提供する特徴を持つ。

平成28年末時点，全国に6468棟，21万1127戸

がサ高住として登録されている5。本市には，平

成29年２月時点，31棟61182戸が登録されており，

それぞれ栃木県内の25％と31％を占めている。

(4) 懸念される医療・介護サービス需要の増大

生涯活躍のまち構想は，東京圏から地方へ高齢

者が移動するため，受け入れ都市における介護保

険料の増加とそれに伴う地方財政への負担増加が

懸念される。介護保険制度には住所地特例制度7

が用意されており，受け入れ都市の介護保険の負

担が大きくなることはないはずだが，サ高住の全

てが住所地特例制度の対象ではない（鏡2016）8。

３　生涯活躍のまち構想に関わる 　　

　　　　　　　　　他自治体の動向

(1)生涯活躍のまち構想の検討状況

『まち・ひと・しごと創生総合戦略2016改訂版

アクションプラン』によると，平成28年10月１日

時点，生涯活躍のまち構想を推進する意向の自治

体は236団体である。

(2) 特に先行する他自治体の動向

地方公共団体の中にはすでに生涯活躍のまち構

5　「サービス付き高齢者向け住宅」登録事務局のデータによる。

6　うち19棟は本市内の事業者によって運営されている。

7　施設所在地の区市町村の財政負担が集中するのを防ぐ目的で

用意された制度で，施設入居前の住所地の区市町村（保険者）

が実施する介護保険の被保険者となる。

8　介護や食事の提供が行われている有料老人ホームに該当する

サ高住は住所地特例の対象となるが，安否確認と生活相談サービ

スだけのサ高住は対象外とされた。ただし，地域密着型サービス

については住所地特例制度の対象となり，生涯活躍のまち構想と

地域包括ケアシステムの連結は改善している。

想の事業化に取り組んでいるところがある9。い

くつかの自治体については表１に個々の取組状況

を整理した10。本節ではこれらの自治体のうち，

本市の検討に参考となる新潟県新潟市と群馬県前

橋市の取組状況について，公表された資料を整理

する。

1) 新潟県新潟市の事例

政令指定都市でありスマートウェルネスシティ

事業で先行する新潟市は平成27年10月に「新潟

市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定した。

そこでは，①新たな産業集積による雇用創出，②

創造交流都市としての拠点性を活かした交流人口

の拡大，③ライフステージに応じた一貫した支援

による少子化の克服，④地域力・市民力を活かし

た誰もが安心して暮らせるまち，の４つの基本目

標を掲げている。４つ目の目標を達成するための

具体的な取組の１つとしてアクティブシニアの移

住支援を計画している。総合戦略における生涯活

躍のまちの事業はそれほど重点的な要素ではなく，

むしろ，二地域居住を含めた幅広いライフスタイ

ルへの対応に重きが置かれている，と判断できる。

平成28年３月に「新潟市における『生涯活躍

のまち』構想の導入に関する調査・研究業務報告

書」をまとめている。東京圏のアクティブシニア

に対する移住ニーズのアンケートだけでなく，市

内企業に対するアクティブシニア活用策のアンケ

ートや事業者に対する意向調査を分析し，移住促

進モデルを検討している。この中で移住の効果に

ついて，消費効果・建設効果・介護等の負担に分

けて検証しているが，具体的なシミュレーション

は示されていない。

平成29年３月に「新潟市版生涯活躍のまち基

9　たとえば，国は『生涯活躍のまち形成支援チーム（第２回）』

（平成 28年６月２日）において，岩手県雫石町，新潟県南魚沼市，

石川県輪島市，山梨県都留市，長野県佐久市，鳥取県南部町，

福岡県北九州市の７市町を先駆的な取組と位置づけ，支援チーム

によるサポートを行っている。

10　先行する自治体の全体像については川上・皆上（2015）に詳しい。

●市政研究センター研究ノート
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本方針」を策定すべく，平成29年１月12日時

点，「新潟市版『生涯活躍のまち』基本方針（素

案）」に対するパブリックコメントを募集してい

る段階にある。素案には，サ高住の立地誘導策が

盛り込まれている。具体的には，立地適正化計画

の居住誘導区域内に立地するサ高住の固定資産の

減税割合を高めようとするものである11。

11　新・公民連携最前線　PPPまちづくり「税優遇でサ高住の

立地誘導も，新潟市が『生涯活躍のまち』基本方針パブコメ」，

http://www.nikkeibp.co.jp/atcl/tk/PPP/news/011300142/，2017

年１月16日取得

2) 群馬県前橋市の事例

中核市である前橋市は平成 27年度に策定した

「県都まえばし創生プラン」において，「前橋版

CCRC の推進」を 10の先導的事業の１つとして位

置づけている。国の構想をさらに拡充した前橋版

CCRC を整備することにより，東京圏からのアク

ティブシニアや子育て世代の移住を促進すること

を企図している。中高年齢者よりもむしろ子育て

世代を中心とした若い世代の人たちの移住，すな

わち「家族移住」を呼び込むことに前橋市の真意

がある。

表１　先行自治体の取組状況

内閣府「地域再生計画」および各市ウェブサイトから作成

「生涯活躍のまち構想」の検討を通じた宇都宮市のまちづくりに関する調査研究
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平成27年度末にはすでに基礎調査の結果を取り

まとめ，移住・住み替えおよびCCRCへのニーズ調

査，移住による効果の測定，事業モデルを整理し

ている。特に，移住による効果測定では，「多世

代まちなか移住シナリオ」，「多世代全市移住シ

ナリオ」12，「単身高齢者メイン移住シナリオ」

の３つを比較検討し，最も負担が大きくなる３番

目のシナリオでも要介護３以上の割合のピークは

移住者のうち31％，介護人材の需要ピークは移住

者のうち14％となった。また，「医療介護負担

と財政効果を比較すると，移住による市の医療・

介護費負担の累積増加額は，単身高齢者メイン移

住シナリオであっても社会保険料収入や市民税の

累積増加額より小さく，収入が先行するため，こ

れをプールすれば賄うことが可能である」という

（前橋市2016a，26）。

基礎調査結果などをふまえ，平成28年12月に「

前橋版生涯活躍のまち（CCRC）構想」をまとめ，

全市域での CCRC 構想の事業展開を地域包括ケア

システムとの連携・融合に求めている。そのキー

ワードは，「地域特性に応じたさらなる生きがい

づくり」，「移住促進という新たな付加価値」であ

る（前橋市 2016b）。

具体的な事業の第一弾として，平成30年に移転

する前橋赤十字病院の跡地に先駆的モデルとして

日赤跡地生涯活躍のまちを整備する予定である。

すでに推進協議会や地元説明会を開催しており，

平成29年度には計画つき事業者を決定する見込み

である。

(3) 事例にみる多様な生涯活躍のまち構想の姿

紹介した２市の共通点は，共に生涯活躍のまち

形成事業の地域再生計画の認定を受けていないほ

か，アクティブシニアに拘らず幅広い世代の移住

12　多世代の移住を想定する２つのシナリオでは，アクティブシニ

アの移住を想定し，かつ要介護認定者の移住者に対する住所地

特例制度の適用割合を50％としている。

を想定していることである。地方創生の取組に生

涯活躍のまち構想を包含させることで，人口減少

問題に対処しようとしている。この方向性は，人

口減少社会における多世代交流・共生のまちづく

りに関する研究会ほか（2016）が提言した「多世

代共生」に合致する。

その中で，この２市には医療・介護の関係機関

が比較的数多く立地しており，その地域資源を活

かして生涯活躍のまち構想に取り組もうとしてい

ると位置づけられる。

４　生涯活躍のまち構想を視野に入れた

　　　　本市のまちづくりの方向性

(1)生涯活躍のまち構想のメリット・デメリット

以上の情報を基に，本市における生涯活躍のま

ち構想を検討する材料としてメリット・デメリッ

トを整理する。

1) メリット

同構想は，高齢化の問題に取り組む視座である。

そのため，現在本市がまさに取り組もうとする，

高齢になっても健康で自立した生活を送りながら

社会参加ができる環境づくりに合致する。

なお，生涯活躍のまち構想の推進に関連する

国の支援の中に，同構想の計画区域における「ス

マートウェルネス拠点整備事業」の要件緩和があ

る。そのため，本市が健康政策としてスマート

ウェルネスシティを推進するならば，同構想との

抱き合わせが容易である。

2) デメリット

生涯活躍のまち構想を推進する場合，多くのア

クティブシニアが新たに本市で暮らし始める。か

れらはサ高住や空き家に入居すると思われるが，

これらの入居者の全員が介護保険制度の住所地特

例制度の対象となるわけではない。つまり，アク

ティブシニアの生活スタイル如何で，本市の財政

負担は大きくなる。

●市政研究センター研究ノート
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たとえ，市外から転入する高齢者向けの介護

サービスすべてに住所地特例制度が適用されたと

しても，将来的にこれが継続されるかどうかの保

障はない。万が一，住所地特例制度が変更された

場合には本市の財政負担が大きくなる可能性ある。

そのリスクについて，詳細な検討が必要である。

(2) 本市における SWOT 分析

先のメリット・デメリットをそれぞれ機会（Ｏ）

と脅威（Ｔ）と位置づけ，さらに本市の強み（Ｓ）・

弱み（Ｗ）を整理することで，本市にとっての生

涯活躍のまち構想の可能性を SWOT 分析から整理

する（表２）。これをもって，生涯活躍のまち構

想を契機とした本市の取組の方向性を検討したい。

1) 本市の強み

本市では地方版総合戦略の策定以前，平成26年

度から二地域居住（ダブルプレイス）を提唱して

きた。このコンセプトは，新潟市の考えに通ずる

もので，生涯活躍のまち構想の本質的なものにつ

いて，本市はすでに取組を始めている。

また，本市ではネットワーク型コンパクトシテ

ィの形成を目指している。生涯活躍のまち構想に

おける「まちなか」への居住推進の観点は，この

概念に沿うものである。特に，買い物弱者や自動

車運転事故などの高齢化問題に取り組むためにも

「まちなか」への居住推進は強く求められる。

2) 本市の弱み

生涯活躍のまち構想に関わらず，本市の介護需

要の予測は大きくなる見込みである。そのため，

介護人材の確保それ自体が課題となる。また本市

は，市民１人あたりの医療介護体制が中核市平均

を下回っており13，これらの充実を図っていくこ

13　宇都宮市統計データバンク「平成 28年度中核市行政水準調

査」によるとたとえば，市民10万人あたりの病院・一般診療所施

設数は 87.71か所で中核市45市中 26 位である。１号被保険者

１千人あたりの介護老人福祉施設の定員は特別養護老人ホームで

8.84.人（同29 位），小規模多機能型居宅介護で3.80人（同24 位）

である。

とが先決である。

また，これに関連して本市は市街地がスプロー

ル化し低密な住宅地を広く形成している。車依存

の社会と相まって，地域内で医療・介護の体制を

どう構築していくのか，重大な課題を抱えている。

3)SWOT 分析による生涯活躍のまち構想を契機と     

  した本市のまちづくりの方向性

以上から，本市の強み・弱みと生涯活躍のまち

構想の機会・脅威を契機とした展開のあり方につ

いて４つのパターンを提示する。

①同構想の機会（Ｏ）に対し本市の強み（Ｓ）

を活かすならば，スマートウェルネスシティの形

成があげられる。同構想に関わらず，誰もが歩き

やすいまちづくりを進めることは本市の健康政策

として重要であり，ノーマライゼーションの推進

に不可欠である。

②同構想を機会（Ｏ）として本市の弱み（Ｗ）

を強みに変えていこうとするならば，本市の弱み

である医療・介護体制の水準を，同構想を見据え

ながら改善していくことが肝要である。地域包括

ケアの概念を本質的に実践していくことができれ

ば，多世代共生社会の構築に結びついていく。

③同構想の脅威（Ｔ）をきっかけに本市の強み

（Ｓ）にさらに励むならば，ダブルプレイスを強

化し，「選ばれるまち　うつのみや」を推進する

ことができる。若者や高齢者だけでなく，誰にと

っても住みよいまちをつくっていく。

④同構想の脅威（Ｔ）と本市の弱み（Ｗ）が重

表２　SWOT 分析による生涯活躍のまち構想を契機とし

　　　た本市のまちづくりの方向性

筆者作成

「生涯活躍のまち構想」の検討を通じた宇都宮市のまちづくりに関する調査研究
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なる状態になることは何としても避けねばならな

い。そのためにも，地域が主体となって市民が支

え合う互助の地域をつくっていく。

この４つのパターンのうち，②④は本市の弱み

を強みへと変えていくためのきっかけとして生涯

活躍のまち構想を位置づけることができよう。

５　今後の課題

最後に，本市の議論をふまえ今後の課題をまと

める。

(1) 子育て・子育ちのまちづくりを推進する

地方創生において重要な点は，人口の社会増よ

り人口の自然増，すなわち出生力の回復である。

つまり，子どもを産み育てやすいまちづくりが渇

望されている。これの課題については，本誌の「

宇都宮市における子育て・子育ち支援に関する調

査研究」を参照いただきたい。

(2) 多世代共生社会を構築する

子育てにせよ高齢者にせよ，その支援を地域を

核に構築していくことが人口減少時代には求めら

れる。この20年で家族のあり様は変わり，自助に

よる活動には限界があるためである14。

また，他市では医療・介護に関連した地域資源

を活用して生涯活躍のまち構想に取り組むのに対

して，本市にはそれが不足しており，地域の医療

・介護の体制構築が先決の課題となっている。

地域における高齢者の健康づくりを支援する取

組は本誌の「地域で主体となって取り組む介護予

防の自主グループ活動に関する効果的な支援につ

いて」に示されるようにすでに取組が広がってお

り，今後も支援を継続していくことが求められる。

公助では，多世代共生社会の実現を目指した地域

14　本市における共助の実態については坂本（2015）を参照され

たい。

包括ケアシステムの構築が本市の優先的な課題で

ある。

(3) 移住支援のターゲット層を広げる

生涯活躍のまち構想は市外から新たな「人」の

流れをつくり，それを活力としてまちの活性化を

図るものである。

市外から本市への「人」の流れをつくる取組

は，ダブルプレイスを通じて他市に先行して行っ

てきた。SWOT分析からも「選ばれるまち　うつの

みや」を推進できる可能性があるとわかる。本市

のダブルプレイスを強化する際には，そのターゲ

ットは10代，20代と人口転出のボリュームゾーン

に設定されているが，これを30代，40代まで広

げる可能性がある。かれらは子育て世代であるた

め，本市の人口規模の維持にも寄与する15。
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